
　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社は2025年11月30日をもちまして、第75期事業年度（2024年12月１日から2025年11月30日まで）
を終了いたしましたので、ここに当期の事業報告書をお届けし、その概況をご報告申しあげます。

　当連結会計年度においては、米国の通商政策等による影響が一部にみられるものの、雇用・所得環境の改善や
政府による各種政策による効果もあり、わが国の経済状況は緩やかに回復しております。
　しかしながら、米国の通商政策の影響による景気の下振れリスク、ウクライナ情勢の長期化や中東情勢の地政
学的リスク、エネルギー価格・原材料価格の高止まり等、世界経済の先行きは依然として不透明な状況が続いて
おります。
　自然災害の激甚化・頻発化やインフラの老朽化への対応、二酸化炭素排出量の削減、防衛力増強等はわが国が
直面する内外の重要課題です。建設産業界におきましては、2025年６月に「第１次国土強靱化実施中期計画」が
閣議決定されました。これにより、2026年度から2030年度までの５年間におおむね20兆円強程度の事業が計
画されており、国内公共事業を取り巻く環境は底堅く推移するものと予想されます。
　こうした状況の中、当社は建設コンサルタント及び地質調査業界の一員として、しっかりと役割を果たしてい
く必要があります。当社グループは80年以上に亘って培ってきた技術を活かして調査、点検、診断、解析、対策工
法検討・設計等の維持管理業務や予防保全業務に注力しています。さらに、地質リスクマネジメント技術を活か
した提案力をもって、国土強靭化推進業務をはじめとする自然災害・防災関連等の業務、道路・下水道維持管理をはじめとするインフラメンテナンス業
務、再生可能エネルギーや海洋資源開発等の関連業務に全社員協力一致のもと取り組みました。その結果、当連結会計年度の経営成績は、次のとおり
となりました。
　2024年11月期第１四半期に受注した大型案件が当連結会計年度において増額変更となったため、受注高は131億87百万円（前期比11.9％増）とな
りました。
　売上高は127億８百万円（前期比32.9％増）、営業利益は６億65百万円（前期比54.5％増）、経常利益は７億37百万円（前期比41.6％増）、親会社株主
に帰属する当期純利益は６億20百万円（前期比75.4％増）となりました。
　今後とも、皆様の一層のご指導、ご鞭撻を賜りますよう、お願い申しあげます。
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代表取締役社長�栃本 泰浩

■ 売上高
■ 中間期　■ 通期 （単位 : 百万円）
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■ 経常利益
■ 中間期　■ 通期 （単位 : 百万円）
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■ 親会社株主に帰属する当期純利益
■ 中間期　■ 通期 （単位 : 百万円）
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■ 総資産/純資産
■ 総資産　■ 純資産 （単位 : 百万円）

第75期第74期第73期
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証券コード：4673

第75期
事業報告書
2024年12月１日 ー 2025年11月30日

■ 株主の皆様へ

■ 連結業績ハイライト
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見やすいユニ
バーサルデザイ
ンフォントを採
用しています。

https://www.kge.co.jp

事業年度 毎年12月１日から翌年11月30日まで
定時株主総会 毎年２月
基準日 定時株主総会については11月30日

その他必要があるときは、あらかじめ公告
する一定の日

配当金受領株主確定日 期末配当金11月30日
中間配当金５月31日

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号
みずほ信託銀行株式会社

同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

郵便物送付先 （〒168-8507）
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部

電話お問合せ先 電話 0120-288-324（フリーダイヤル）
単元株式数 100株
公告掲載の
ホームページ

https://www.kge.co.jp
（ただし、電子公告によることができない事故その
他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新
聞に掲載します。）

代表取締役社長 栃　本　 泰　浩
代表取締役専務執行役員 太　田　 史　朗
取締役常務執行役員 若　狭　 　　聡
取締役執行役員 濱　田　 泰　治
取締役執行役員 沼宮内　 　　信
取締役 風　間　 基　樹
取締役 若　林　 眞　妃
取締役常勤監査等委員 土　子　 雄　一
取締役監査等委員 小　代　 順　治
取締役監査等委員 蓮　沼　 辰　夫

（2025年11月30日現在） （2025年11月30日現在）

表彰種別 業務名 表彰団体

優良業務表彰 阿武隈川上流地内施設設計
業務

国土交通省東北地方整備局
福島河川国道事務所

優良業務表彰 Ｒ６国道１号戸塚地区地質
調査業務 国土交通省関東地方整備局

優良業務表彰 Ｒ５国道121号日光川治 
防災地質調査業務

国土交通省関東地方整備局
宇都宮国道事務所

優良業務表彰 Ｒ５厚木秦野道路地質調査
業務

国土交通省関東地方整備局
川崎国道事務所

優良業務表彰 令和６年度四日市港湾内 
空洞化調査

国土交通省中部地方整備局
四日市港湾事務所

技術者表彰 Ｒ６国道１号戸塚地区地質
調査業務 国土交通省関東地方整備局

技術者表彰 令和５年度鹿児島東西道路
地下水調査（その１）業務 国土交通省九州地方整備局

〈令和７年度 主な業務表彰〉

設立 昭和26年８月28日
資本金 819,965千円
従業員数 373名

（注）�従業員数には執行役員を含み、社外への出向者及び休職者を除いております。
事業内容 当社グループは、建設工事に関連する地質調査、土質調査

を中心に環境・防災・海洋調査業務等を行い、これらに関
連する測量、建設計画、設計等の業務及び工事を事業とし
ております。

　当社が実施した『Ｒ６国道１号戸塚地区地質調査業務』が国土交
通省関東地方整備局長表彰を受賞したのをはじめ、国土交通省九州
地方整備局長表彰などを受賞するとともに、『奥能登地域を中心と
した大雨における災害支援』に対して、国土交通省北陸地方整備局
より感謝状が授与されました。

　技術者の国内・海外の
双方での活躍を推進する
ため、海外インフラプロ
ジェクトに従事した本邦
企業の技術者の実績を認
定する制度において、特
に優秀な技術者として、
菅野孝美（現 北日本支社
長）が国土交通大臣賞を
受賞しました。対象業務は、ベトナム社会主義共和国の南西部に位
置するダラット市街地で発生した「地すべり災害」において、日本の
地すべり対策技術を導入して企画・調査・設計・施工管理を行った

「ダラット市２地区地すべり対策（集水井）（１）調査設計施工グェ
ン・バン・チョイ通り工区」です。現地対策工事は2023年に竣工し、
現在、集水井による地下水排除に伴って地盤が安定化し、地域の発
展や安全・安心に寄与していることが評価されました。

2024年度国⼟交通⼤⾂賞を受賞

■ トピックス

■ 会社の概要

■ 株主メモ

■ 役員
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